
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年６月時点＞ 

交付限度額 2億 4370万円     

うち令和７年度 交付決定額 1億 1292 万円（46%） 

うち令和８年度 交付決定額 9510万円（39%） 

残額 3569万円（15%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆物価高騰重点支援くらし応援商品券配布事業  事業費：９，９０７万円  ※食料品特別加算を活用 

 全町民を対象にカワニシお買物券（町内で活用できる商品券）を１人当たり 7,000円（食糧支援 5,000円分、燃料支援 2,000円分）を配布。 

 

◆物価高騰対応デジタル地域通貨活用事業  事業費：４，３７５万円  ※食料品特別加算を活用 

 町内店舗等で使用できるプレミアム付きデジタル地域通貨を販売。（発行額 1億 3,000万円。プレミアム率 30％。） 

 

◆物価高騰デジタル地域通貨配布事業  事業費：４，１４３万円  ※食料品特別加算を活用 

 全町民を対象に町内店舗等で使用できるデジタル地域通貨を１人当たり 3,000円分配布。 

 

◆物価高騰支援保育料負担軽減事業  事業費：２，０９５万円   

 子育て世帯の負担軽減を図るため、国・県負担により減免されていない分の民間保育所保育料・利用料を全額無償化。 

 

◆物価高騰に伴う住民税非課税世帯応援商品券配布事業  事業費：９４１万円  ※食料品特別加算を活用 

 町内住民税非課税世帯の生活を支援するため、カワニシお買物券（町内で活用できる商品券）を１世帯当たり 7,000円（食糧支援 5,000円分、燃料支援

2,000円分）を上乗せして配布。 

 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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